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大地震後に想定される地下空間水没の確率評価試案(1)

新井邦夫*

要約

束京0のメートル地帯を走行する地下鉄トンネルは大地震後浸水被害を受けやすい。本論文は，この

種の地下空間水没による被害を想定する方法を確立するための第1段階として，水理現象としてはほぼ

向ーの地表部における地震水害に関し東京都妨災会議が示した決定論的方法に，独立変数の不確定性を

分散として考慮した時の従属変数の分散を示した。

すなわち，破堤個所数，破堤幅および溢流深を確率分布として与え，ある長さにわたる堤防の全破堤

幅，氾濫拡がり面積，およびある時間後の湛水深の平均，分散(あるいは変動係数〉を求める式と，そ

の式による数値計算例を示した。

計算例において，破堤個所数，破堤幅，溢流深の変動係数がそれぞれ0.71，0.57， 0.58である時，全

破堤幅，全氾濫拡がり面積 1時間後の港水深のそれらが，それぞれ1.29， 1. 35， 1. 58になり，わずか

1 km2の仮想、上の土地で平均 2，724人の死亡者が破堤後に出るが，その変動係数は2.08にも達すること

が示された。

1. はじめに

我々は，大地震後，地下空間に浸水する可能性がある

ことを予想し，東京において最もその可能性の強い，江

東地区の地下鉄トンネルの現状を論じた(新井他〕。そ

こでは，伏流水が，構築壁面の破壊部からトルネル内に

浸入する場合と，地表に溢水した水が海面より低い地表

に設置されている駅出入口等から浸入する場合とが考え

られることが示され，又これらが確率的性質を極めて強

く有していることから，浸水量の時間的変化を直接求め

ることを避け， トンネル内浸水総量とトンネル内水位の

関係を示すことによって，浸水危険性を論じた。そこに

示された各種のささ間体積と水位の関係を示した図は，万

一浸水した場合，緊急対策会議の場において必らず必要

とされる。

一方，事前対策を立案するためには，この種の浸水が

発生した場合の被害を予測しておくことも必要である。

しかしながら，前述したように，構築壁面が崩壊するか

どうか，万一崩壊した場合その面積はどれ程になるか，

あるいは崩壊時における外水位はどれ程か，等々，浸水

量を規定する変量はすべて確率的に定まるから，これを

決定論的に論じることは不可能に近いと考えていた。
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一方，東京都防災会議は，その報告書 (1978)におい

て水理学的には我々が問題としているトンネル内浸水と

同質の，破堤による低地の浸水(地震水害)を決定論的

に論じ，死者368，負傷者1076という人的被害を想定し

た。

この想定のための裏付け調査および研究の密度は極め

て濃く，それゆえに想定された数値の確度は高いと考え

たい。しかしながら報告書自身本文中に「……これ以外

の個所が破堤ししないといっているのではないJ(p382) 

又「破堤幅の推定は大変大雑把であって………J(11400) 

と述べているように，いかに詳細な検討に基づこうと，

この想定が，決定論的手法をとっているために，おこり

うる多くの事象のうちの唯一の例を示したにすぎないと

する考え方も取りうる。おそらく報告書を一片の反故に

すぎぬと無視するであろうこの種の人々を納得させるた

めには，何らかの方法で想定値の信頼度を示しておかな

ければならない。この信頼度を示すための方法として考

えられるひとつに，前提となる独立変数に分散を配慮し

た時，すなわち独立変数の不確定性を分散で具現した時

の従属変数の分散を示しておくことがある。

本論文は直接地下空間の浸水を扱かつてはいず，地震

を原因とする破堤による浸・水に関し，権威ある機関が示

した想定値の信頼度を確認する方法を示している。地震
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後のトンネル内浸水と地表への浸水は，流水が浸入する

場所がトンネlレ内か平面上かの違いだけであって，水理

現象としては同ーと考えられる。したがって，上記報告

書の想定値の不確定性を論じ，自由度を 1ランク上げる

方法を示した本論文は，そのまま地下空間確率評価法の

基本概念を示すものである。

次節以後では，まず報告書の計算手順の概要を，次い

で被害想定のための各要素の分散を求める方法を，最後

に簡単な数値計算例を示した。

2. 報告書に示された計算手)1震と仮定

報告書には，最終の人的被害想定値を算出するまで

に，次に示す仮定と計算手)1慎が示されている。

イ)震源，マグニチュード，震度分布および津波の大

きさ・伝播は関東大震災並とする。

ロ〕地震発生時の潮位は朔望平均満潮位 (A.P. +2. 

10m)とし，干満の差は1.5 mとする。

ノ、)地盤液状化の危険性有無，現況堤防・護岸の安定

計算結果および，過去の震災例から得られる天端沈下量

から破堤場所を決める。

ニ)破堤によって堤防は，その堤内地盤高に等しくな

るとし，破堤幅は過去の例を統計的に整理した結果をも

とに，大河川 200メートル，中小河川 100メートルと固

定する。

ホ〕溢水量は，矩形断面広頂堰公式によって計算され

る。すなわち，

Q=α ・B.HP (m8/sec) (1) 

ここで， Bは破堤幅， Hは越流水深，およびa，sは定

数である。

へ〉破堤直後の氾濫水の拡がりに対しては，有賀 (19

78)が示した次式が成立する。

y= r • to • gl・Hl吉 (m) (2) 

ここにYは破堤口中央から拡がり先端までの鉛直距離，

Hi土越流水深は時間(秒)， gは重力加速度および

r， dは定数である。

ト)堤内一面水没後は，あらかじめ求めた貯水域水位

一一滋水量曲線から仮想湛水位を算出する。

チ)破堤後5分後までは溢水流によって破堤部近傍で

死傷者が出る。

算出される死傷者数は，へ〕に示したYの関数として

表現される氾濫水拡がり領域面積，統計的に得る人口密

度，および，過去の水害記録の整理から求めた平均溢流

深の関数として表現される死傷率とから計算される。

リ〉堤内が一面に溢水した後は，家屋密度と，床上浸

水以上の家屋 1戸当りの死傷率を与えることによって計

算する。

3. 各要素の不確定性

ここでは前節に示された手順に伴なう不確定性を考慮

していく。

1) 破堤箇所およひ可波堤幅

実際には，地盤性状，工法，新!日等によって堤防には

強弱があるが，地震時にそのいずれで破堤するかを 100

%予測することは困難である。しかしながら，過去の震

災記録から得られる破堤箇所数と，その時の堤防長，つ

まり，単位長さ当りの平均破堤箇所数を知ることはでき

る。そこで堤防が，ある堤防長にわたって一様なこわれ

易さを有していると仮定してみよう。この仮定はランダ

ム性の仮定に他ならないから，長さ Lの堤防で nケ所

破堤する確率は，ポアソン分布とすることができる。

すなわち，

P(n) =e-'L (，lL)n /nノ n=0，1，2… (3)

ここで1は単位長さ当りの平均破堤箇所数， Lは堤防長

である。 nの平均，分散はそれぞれ次のようになる。

E CnJ =A・L

Var CnJ =A・L
d
生(
 

、，，、，
E
E
J

ここでEは平均， Varは分散を意味する。

破堤が発生して，はじめて破堤幅が現実のものとなる

から，破堤幅の確率分布は条件付となる。この分布につ

いても，過去の震災例の頻度分布から統計的に得ること

ができる。しかしながら，その一般性は保証されない。

したがって，破堤幅の最大値と最小値を推定し，確率分

布は一様と考えるのが最も一般的であろう。すなわち，

ある破堤箇所における破堤幅の確率分布は，

P {B I n=1}=1/ (h:!-b1)， b1三玉b三玉b2(5) 

と書ける。ここで、b1は破堤幅の推定最ノH宙， 1::2はその最

大値である。平均，分散はそれぞれ，

E [B I n= 1] = (h:!+b1) /2 (6) 

Var [B I n= 1 J (弘-b1) 2/12 

となる。
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前述のように，ある堤内を考えると，破堤箇所は 1ケ

所とは限らないから，破堤箇所がOから最大限n箇所(無

限大でもかまわない)まで変化する時の，全破堤幅が問

題となる。今，全ての破堤筒所での破堤幅の確率分布が

同一で，破堤箇所毎に独立であるとすればケ所で破

堤した時の全破堤幅の平均および分散は，分布の和の法

則に従って，

E [Bi t n=i) =i. E [B t n= 1 ) 
ト(7)

Var [Bi t n=iJ =i. Var [B ! n= 1 J ) 

となる。

したがって n箇所で破堤した時の全破堤幅の平均と

分散は，その 1次および2次積率の期待値を求めること

によって得ることができる。すなわち，全破堤幅をBTと

すれば，結局，

E[BT)=己P(i)・E[Bit n=i) 

=E[B t n=l]・L:P(i)・i

Var[Br]= L:P(i){Var[Bi t n=iJ 

+E2[Bi t n=i)} _E2[BrJ 

=EiP(i){・Var[Bt n=lJ 

+i2E2[B t n=l)} -E2[Br) 

を得る。

2) 溢流深

溢流深も又不確定である。この場合密度分布は，堤防

の天端高と水位の差がOの場合から，破堤又は沈下によ

って堤内地盤高に等しくなった天端と最高水位(津波等

の異常高水位をも含めて〕との差まで一様に分布すると

考えるべきであろう。すなわち密度分布は，

fH(h)=1/(h2-h1)， h1;三h亘弘 (9) 

であり，平均，分散はそれぞれ，

E [h) = (h2+h1) /2 

Var (h) =(弘一h1)2/12
j
 
o
 

h
H
U
 

、.E
E
L
s
-
z
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となる。ここでhは溢流深の最大値 h1はその最小値で

ある。
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3) 破堤直後の氾濫水拡がり面積

破堤後の氾濫水拡がりが(2)式によって表わされるもの

とすれば，報告書において，氾濫面積， sがYの2乗と

定義されているので，結局，

S =72・t2・g九日2ーδ 削

を得る。この式iこ破堤幅が含まれていないことは注目す

べきである。拡がりには流速のみが関係し，流量は無関

係であると理解すべきなのであろう。有賀 (1975) の

実験によれば，溢流深に対する破堤幅の比， B/Hによ
って， ω式の r，dは変化するが，その変動は極めて小

さい。彼の示した関係を表示すると次の通りである。

H/B r d 

67 

40 

20 

4 

5.3 0.6 

5.54 0.563 

5.6 0.53 

4.6 0.47 

E[HjB) =32. 75 E(r)=5.26 E[め=0.541，

VHIB=O.72 Vr=0.075， V，=0085， 

ここでVは変動係数を意味する。

これだけの数値から速断することはできないが，少な

くともB/HとTの聞に何らかの関数関係、を仮定するこ

とには無理があり rおよび5の変動係数が， H/Bの

それに比し著しく小さいことから，それを定数としてお

くことが適当と考える。報告書ではこの Tを2.3，dを

O.日としている(東京都防災会議， P. 477)。とりわけ報

告書の Tは有賀の実験結果の平均の0.43佑にすぎない。

この結果，両者の拡がり面積比は実に約5: 1となる。

このように破堤直後の人的被害数に影響が大きい係数で

あり，しかも本来が有賀の実験に基づく新しい関係、式で

あるのであるから，報告書中で採用した数値の根拠は明

確に示すべきであろう。残念ながら，これらの数値に関

する説明を文中に発見することはできなかった。

この種の水のない領域への浸水問題は，水理学の分野

では，ごく最近になって取り上げられ始めたもので，い

まだ理論的定説はない。 (2)式には上述のように護論式と

しても又経験式として利用する際にも疑問が少なからず

ある。しかしながら，不幸にも筆者は今のところ代案を

持たず，ここではこれに頼らざるをえない。

さて，溢流深のみの関数である制式の平士会，分散およ

び変動係数は，近似公式幽式(Benjamin，et al 19日

P.184)を使って帥式のように求められる。
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今Y=g (Xh X2・h ・a・"・)であるとき，

E(Y)=河 (E(X1)，E(X2)， ..…) 

d
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Var(Y)宇土(~三 1mYVar(Xi) 
i=l¥aXi I ノ

ただし， Xiは互に独立であるとする。

E(S) =r2t2dgd {E(H)} 2-J 

Var(S) = {rtdgd(2ーの (E(H))I-J}2Var(H) }帥

Vs=(2ーのVH

これによって 1ケ所が破堤した場合のはんらん面積の変

動係数は，溢流深のそれの1.5倍前後となることがわか

る。

一般には堤防の数個所で破堤した時の全拡がり面積を

考えねばならない。この平均と分散は3ー 1)で示した

方法と同じ計算で得ることができる。

iケ所が破堤した時の 1次および2次積率，すなわち

11 (i)=i • E (S) 

12 (i)=i Var (S)+ (i・E(S) )2 
h
m
w
 

z
M
H
U
F
 

、tt》
E
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a
'

を求め，全拡がり面積 (ST)の平均，分散を次のように

得る。

E(ST)=I;P (i) 11 (i) 

内
却

5
M
M
Hい

ー
l
i
l
t
-
fー

l
lノ

Var (ST) =I;P(i)・ 12(i)-E2(ST)

4) 湛水深

堤内に一面貯水された後は，湛水深が問題となる。

今，湛水量 (V)と湛水深 (Z)の聞に次のような関係

が成立する堤内地を考える。

V=aZx a， Xは定数

この領域に時間 tの間に入る水の総量は， (1)式を

用いて，

Q=t・α・s.Hs 日

である。 V=Qであるから結局ZはBおよびのH関数と

して次のようにあらわせる。

Z=(与)iBtd 州
司“uv 

、E
E
t

，EE
J

したがって，の平均，分散および変動係数は(12)式を

用いて次のように求まる。

理論的にはZの変動係数はHやBのそれより小さくな

ることがあり得るが，sには，通常1.5が採用され X

は1前後の値であると考えられるので，必然的にHかB

のそれのどちらかよりも大きくなる。

5) 破堤直後の人的被害

報告書では，破堤直後の人的被害を氾濫水拡がり面積

( (11)式)，堤内の平均人口密度，および，溢流深の

関数として与えられる死者発生率によって，算出してい

る。溢流深と死者発生率の関係が次式によって与えられ

るとする。

d=uHv 官。

報告書の数値から u=1. 32. v =2. 73を得る(東京都

防災会議 p )。さて死者数は，

N=dpS=pvHvS 自白

となるから，(12)式を用いてNの平均，分散を求めると，
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となり，したがって，

=YN、/Vp2十VS2+V'VH2

~6) を得る。ここでPは人口密度， Sは氾潅水拡がり面積を

あらわす。

常識的には死傷率は溢流深の増大と共に著しく大きく

なると考えられるから vはより大きく，又Sの変動係

数が， (13)式，あるいは (14)式から得られるもので

あるから，たとえVp=OであったとしてもVNは著しく

大きくなることが予想される。

6) 水害発生後 t時間までの人的被害

破堤後，ある時間経過すると，潜水が始まるが，報告

書では 2時間後まででは，港水深が1.5m以上で死者

が発生しjその死者発生率は，床上浸水家屋l戸に付き，

0.01としている。さらに24時間まででは，湛水深2.0m 
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以上で死者が出，溢水深1.0m以上の地域における床上

浸水1戸当りの死者数を 0.002とした。

これ以上の情報は報告書には記されていず，どのよう

な計算がなされたかを追跡することは不可能であるが，

ここでも前項と同様，湛水深の関数として死者率をあら

わすことが一般的であろう。今時間までの浸水家屋

1戸当りの死者発生率を

Dt=UtZVt 

とする。 Ut， vtは破堤後の経過時間によって異なる定

数である。

t時間後までの死者数は，

Mt=DtPRA=UtZVtPRA 

A
型

的

ww

、I
l
l
t
¥ノ
イ
l
i
'
t
lノ

Vt Vt 

=U{ナ}XBxH
xVt

'pRA 

とあらわせる。ここで PRは家屋密度， Aは浸水面積で

ある。

(12)式を用いれば Mtの平均，変動係数は次のよ

うになる。

Vt V， 
E(MtJ=Ut(tα)τ{E(町}-.T

創
刊
や

¥
1
1
1
1
1
¥「
1
1
1
1
1
j

pV， 唱 Vt
-一一x {BCH]} x .A~ x ・PA

VMt=J(今YVH2+(会/VB2+VPR

4. 簡単な数値例

前節に示した方法を次に示す堤防について，数値を入

れて示そう。

一辺lOOOmの正方形に厨まれた堤内地がある。この堤

内地は平坦で，その地猿高は外水の子潮位に等しいとす

る。堤防の地震による平均破堤率が0.0005偲所'/m，破

堤した持の破堤幅は最大200m，外水位の最高は干潮位

+2.5mであるとする。

(3)式に A=0.0005， L =4000を代入して， p( n) 

を求めると次のようになる。

R 0 1 2 3 4 56  

p (n) O. 14 0.27 0.27 O. 180.09 0.04 0.01 

ここで，正しくは， p (n孟 6)=0.01であるが，これ

をp (n = 6) =0.01としている。この結果は，平均2

個所破堤する堤防であっても， 0.14の確率で破堤しない

場合があるし，逆に，わずか0.01の確率ではあるが6個所
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印)

以上被堤することも考えねばならないことを意味する。

(6)式にb1=0，b2=200を代入することによって，

E (13 I n=lJ =100， Var2 (B I n=l) ==3333を得る。
又Valn=1=0.58である。

以上の結果を (8)式に代入することによヮて， E ( 

Br) =197， Var (Br) =643∞を得る。したがって，

変動係数は，VBT=1.29である。つまり 1個所での破

堤幅の平均が 100mで，変動係数が0.58であった場合，

平均して2個所で破堤すると考えられる4∞Ornの堤防で

は，総破堤幅の平均は197m，変動係数は1.29にもなる。

(W)式にん=0，ん=2.5を代入し， E (HJ =1. 25， 

Var (HJ =0.52を得る。したがってVH=0.58。

報告書で使われている定数値，すなわち 7=2.3， 0= 

0.65， t =5X60， g =9.8，および上の水深に関する平

均等を (13)式に代入すると， E (S) =5.2x10" 

Var (S J ==16. 5X 108， V s=O. 78を得る。

これらを (14)， (15)式に使って，堤防全体に渡る

破堤後の全拡がり面積を求めると， E (Sr) = 188. 3x 

108となり，したがって，VST=L35である。

この堤内地では，地震による破淀によって，平均して

全面積の 1割が5分間で水につかると考えられるが，そ

の変動係数は1.35でもある。

報告書で用いられているように， t =60X60， a =1.4， 

s =1. 5とし， a =106， X = 1 (これらは，堤内地を直

方体とみなすことから生ずる。。したがって，この場合

Aは堤内地面積である。)，さらに上に求めた溢流深およ

び全破堤幅の平均等を (19)式に代入すると，

E (Z) =1. 39， Var (Z) =4.68， V z=1. 55を得る。

すなわち，破堤後 1時間で，堤内溢水位は平均に1.

39mなるが，その変動係数は1.55となる。

報告書で用いられた溢流深と死者率の関係から最小2

乗近似で求めた U =1. 32， V =7. 73，およびP=0.111， 

さらに上で求めた溢流深と全拡がり面積の平均等を(22)

式に代入すると，E (NJ =2724， VN==2.08を得る。た

だしVp=oとしている。

こ・の堤内地の人口は約 11000人と考えられるが，平均

して，その約25%が破堤後5分以内に死ぬことになる。

破堤後数時間の人的被害は，それを算出するための情

報が報告書から得られないので，数値計算はしない。又

報告書では水門およひ鴨水機場の機能を配慮しているよ

うである。これらの確率評価は3節に示した方法の援用

で解決できる。ただし，それAこよるパラメーターが増え

るのでいかにも式が繁雑となり，ここでは示すことを省

いたが，これを考慮すればさらに変動係数は増大しよ

う。

さて，以上の計算結果をまとめると，表-1に示すi重

りである。はじめ0.71， 0.57，0.58であった変動係数が

計算を経る毎に増大し，最終の人的被害では2.08にまで
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表 1 計算の条件および結果の不確定性

変 数 平均 |均長女十三25持議員|備考
破堤箇所数(箇所) 2 O. 71 0-6 条件

1箇所破堤した場合の破堤幅 (m) 100 0.57 0-200 " 
溢流深 1.25 0.58 0-2.5 " 
n箇所破堤した場合の全破堤幅 (m) 197 1. 29 0-960 結 果

1箇ヂ破堤した場合のはんらんひろがり面積 5.2XlO' O. 78 0-17.3X104 
" (m2 

n箇T破堤した場合の全はんらん拡がり面積 1O.2XI04 1. 35 0-51.5XlO' " (m2 

1時間後の湛水深 (m) 1. 39 1. 55 0-2.5 " 
破堤直後の人的被害 2724 2.08 0-1l000 " 
注:本計算は，次のような堤内地を仮想している。①一辺1000mの正方形。②堤内地盤高は外水の干潮位に等しい。町③ 地震による平均破堤率を

0.0005箇所/mとする。④ 破堤幅は最大200mとする。⑤ 溢流深の最大は2.5mとする。@ 人口密度を0.011人/rreとする。

もなる。ちなみに，表の右にチェビシェフの不等式によ

って得られる平均のまわりの90%領域を示した。人的被

害でいえば，平均想定死者数の2724は，死者が出ない場

合から全滅する場合もあるような範聞における値なので

あると知ることができる。

今後の課題

はじめに述べたように，本論文は東京都防災会議報告

書の地震水害に関する計算法の自由度を上げると同時

に，地下空間水没の確率評価法の基本概念を示す目的で

あらわされた。

筆者の目的が別な所にあるので，ここではあえて示さ

ないが，本文中に示した式を使えば，報告書の水害に関

する全ての想定値の不確定性を知ることができる。ただ

報告書だけではその計算を完全にフォローするための情

報が不足しており，十分な数値を得ることが不可能であ

る場合がある。しかしながら，この種の値を並記するこ

とによって想定値がより高度の意味を持っとする考えに

異論はあるまい。

地下空間水没では，水の拡がりは問題にならないか

ら，基本となる数式は，駅入口等からの浸水に対しての

2節ホ)に示した堰公式と，構築破壊部からの浸水に対

してのトリチェリ一定理である。これらは，基本的に式

の型は同じであるから 3節， 4)項がそのまま利用で

きる。

ただし，構築破壊部が非常に大きい場合には，浸水が

トンネル内を段波として進行することが考えられ 2節

へ〉に示された式に類するものが必要である。これにつ

いては水理学的に未解明であり，筆者自身展望は明るく

ないが，丸井等 (1979)の研究成果が期待される。

駅入口等からの浸水は，地表が湛水した後に開始され，

これと構築破壊部からの浸水との間には，時間的なずれ

が生じる。したがって，これらを同時に議論すると，結

果の分散は，著しく大きくなることが予想される。第3

節の結果から地表湛水に関する分散が大きいことが判っ

たから，地下空間への浸水被害の分散はそれ以上に大き

くなることになる。このように極めて大きい分散を有す

る想定結果が，実用上どれ程有効であるか? 自由度を

上げたがゆえに生じる疑問である。

又，人的被害を考える場合には，浸水の速度と同時に

避難速度も考慮しなければならない。つまり浸水速度が

いかに速かろうと，それより速く脱出できれば被害はな

い。逆に浸水速度が遅くても，それ以上に脱出速度が遅

ければ確実に被害は発生する。防災会議の地震水害部門

がこの避難速度を実際の計算に組み入れたかは文章か

らは判然としない。地下空間の場合には脱出口が限定さ

れ，しかも地表で地震発生直後から浸水が開始される場

合には， トンネル内浸水を防ぐために駅入口防水扉は閉

ざされる。この時点以後まで内部に取り残された人々は，

訳入口天井に設けられたわずか直径60仰の脱出口に頼る

以外に脱出法が無くなる。したがって特に地下室聞の場

合には個々の場合における脱出可能性の程度を知る評価

法が必要である。筆者はこれをユール型の死滅過程とし

てモデ、ル化することを考えている。

いずれにしても，次報ではこれら地下空間特有の問題

を解決し，確率論に基づいた地下空間危険度評価法を提

示したい。
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The subways running in the area of Tokyo's downtown may suffer severe water damage which 

would seep in from cracks on wall or flow in from tunnel entrances in the event of a strong earthquake. 

This research was don巴 asthe first step in estimating such possible flood damage. The uncertain-

ties of the dependent variables cont耳inedin the deterministic model which was proposed by the Tokyo 

Disaster Prevention Committee as to surface floods due to destruction of levees after a pres:urable strong 

tremor were discussed. 

First of all， the probability density functions of the numher (N) and width (B) of destroyed levees 

and the depth (H) of overflow were determined. And then the means， varianc己sand coefficients of 

variation of total width (BT) of destroyed levees， total area (ST) and depth of floods (Z) were calculated 

Numerical examples showed that if the coefficients of variation of N， B and H were 0.71， O. 57 and 

0.58， respectively， then those of BT， ST and Z an hour after an earthquake might hecome 1. 29， 1. 35 and 

1. 55 respectively. Although the mean number of dead was estimated as 2724 in a area of only one square 

kilometers， its coefficient of variation was 2.08. 
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